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安全安心な素材と�
　　ライフスタイルの調和―――快適Life

商 号 �
本 社 �
�
�
�
設 立 �
資 本 金 �
従業員数�
事業内容�
事 業 所 �

南海プライウッド株式会社�
〒760-0067　香川県高松市松福町一丁目15番10号�
電話　087（825）3615（代表）�
Eメール　np@nankaiplywood.co.jp�
http://www.nankaiplywood.co.jp�
昭和30年4月�
21億21百万円�
353名�
建築内装材の製造・販売�
志度工場�
〒769-2101　香川県さぬき市志度5388番地�
物流センター�
〒769-2314　香川県さぬき市造田乙井170番地1�
朝日新町保税倉庫�
〒760-0064　香川県高松市朝日新町28番1号�

会社概要� （平成16年3月31日現在）�

代表取締役社長�

代表取締役専務�

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

取締役相談役�

取締役兼執行役員�

取締役兼執行役員�

丸 山 　 徹 �
山 口 時 弘 �
嶋 内 幸 秀 �
田 井 雅 士 �
植 田 幹 夫 �
丸 山 　 修 �
立 花 俊 憲 �
小 紅 正 晴 �

取締役兼執行役員�

取締役兼執行役員�

取締役兼執行役員�

取締役兼執行役員�

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

監 査 役 �

濱 野 　 勝 �
藤 村 岳 志 �
正 箱 孝 史 �
丸 山 　 宏 �
高 松 幸 雄 �
水 野 　 正 �
大 川 俊 徳 �
岩 部 達 雄 �

（平成16年3月31日現在）�役　員�

出資比率�資本金�社　　　名�

PT.NANKAI INDONESIA 250万USドル�

25万マレーシアン
リンギット �

1,000万円�

4,100万円�

4,500万円� 70%

100%

100%

100%

95%

SENTUHAMONI SDN.BHD.

南海システム作業株式会社�

南海港運株式会社�

ナンリツ株式会社�

木材関連事業�

電線関連事業等�

企業理念�

美しさに富み、心やすらぐ�

快適な住環境をつくる�

　　　　　「木」の再現を�

求めつづけます。�

連結子会社�



代表取締役社長�

ごあいさつ�

第51期事業報告書�

　株主の皆様には、ますますご清祥のこととお喜び申し

上げます。�

　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。�

　さて、第51期事業報告書をお届けするにあたり、一言

ご挨拶を申し上げます。�

　当期のわが国経済は、企業業績の改善を背景に徐々

に回復の兆しを見せ始めましたが、失業率は依然として

高水準にあり、個人消費も増加せず、デフレ経済のなか

厳しい状況で推移いたしました。�

　住宅業界におきましては、新設住宅着工戸数の低迷

状態が続くなか、建材メーカー各社が新製品の開発・販

売に力を注ぎ一段と競争が激化いたしました。�

　このような状況下、当社は、経営環境の変化に迅速

に対応できる経営機構を構築し、製品の品質改善と収

益確保に向けた対策を全社員一丸となり実行いたしました。

特に、海外子会社の指導を強化し生産品の品質向上と

原価率の低減に取り組みました。また、収納材製品の

海外子会社への生産移管が順調に進み、他社との価

格競争に対応できる製品の生産が行われております。�

　景気は回復基調にありますが、米国の政治・経済の

動向等により後退の可能性も含んでおり、今後も予断を

許さない状況で推移していくと思われます。�

　当社といたしましては、今後とも皆様のご期待に応え

るべく、資源の有効活用と生産技術力の強化ならびに

製造原価低減に努め、収益向上を目指す所存であります。�

　株主の皆様におかれましては、何卒ご支援ご鞭撻を賜

わりますようお願い申しあげます。�

平成16年6月�



　当期のわが国経済は、企業業績の改善から設備

投資や株価等に若干の明るさは見えてきましたが、改

善の見られない雇用情勢や個人消費により、前期に

引き続き厳しい状況で推移いたしました。�

　こうしたなかで、当社の連結業績に影響を及ぼす

新設住宅着工戸数は低調のなか、金利上昇の思惑

や住宅ローン減税の改正による駆け込み需要等によ

り、前年度に比べ2.5％増の1,173千戸となりました。�

　このような状況下、木材関連事業、電線関連事業

等ともに一段と同業他社との競争が激化するなか勝

ち組企業として生き残るため、目標達成に向け懸命

に努力いたしました。木材関連事業においては、改

正建築基準法の施行に伴い全製品を低ホルムアル

デヒド製品に切替え、住宅の嗜好の変化により減少

する天井材を補うため、デザイン性と付加価値の高い

収納材製品や床材製品の拡販に全力を注ぎました。

一方、電線関連事業等につきましては、地域密着型

の営業活動を積極的に展開し、既存のお客様の深

耕や新規のお客様の開拓を推進してまいりました。

以上の結果、連結業績は、売上高136億20百万円

（前期比1.1％増）、営業利益191百万円（同3.4％増）、

経常利益202百万円（同28.3％減）、当期純損失21

百万円（前期は当期純損失1億14百万円）と二期連

続の赤字と不本意な結果になりました。�

　わが国経済は、企業の業績回復基調により回復に

向けた動きが出てきておりますが、雇用や個人消費

に明るさが出るまでは厳しい経営環境で推移するもの

と予想しております。�

　このような状況により、新設住宅着工戸数の動向

は低調に推移し、木材関連事業、電線関連事業等

ともに企業間競争が激化していくと思われます。�

　当社グループといたしましては、経済環境の変化を

敏感に捉え迅速に対応できる経営体制のもと、グルー

プの連携を強化していくことにより、業績の拡大を図っ

ていく所存であります。�

　木材関連事業においては、海外子会社と国内工

場の連携強化による効率的な生産体制を構築するこ

とにより、生産品のコストダウンと品質向上を推進して

まいります。また、資源・環境問題を考慮し植林材の

使用を可能にするため生産技術力の強化に取り組ん

でまいります。一方、電線関連事業等につきましては、

引き続き積極的な営業活動を展開すると同時に経費

の削減に取り組み、収益の計上できる企業を目指し

てまいります。�

　次期の連結業績は、売上高141億円（前期比3.5

％増）、営業利益2億85百万円（同49.2％増）、経常

利益4億20百万円（同107.9％増）、当期純利益1億

75百万円（前期は当期純損失21百万円）になるもの

と予想しております。�
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■新設住宅着工一戸当たりの木材関連事業の売上高推移�

（単位：円）�
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■売上高の推移�

■経常利益の推移�
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新商品のご紹介�

シンプル＆シャープなデザインで居住スペースに自然となじ

む階段。アルミ製オープン階段をご紹介いたします。�

階段部分は踏み板と桁だけというシンプルな設計ですので、

視界がひらけ、室内を開放感のある空間に演出します。�

桁や支柱はアルミニウム合金製で、高い強度と耐久性を兼ね

備えています。また、踏板や手摺りなどの基材にはムク材を

使用しておりますので、ナチュラルな素材の持ち味を活かし

た高級感あふれる仕上がりです。施工は上下の取り付け金

具により、簡単に行えます。�

さらに勾配が緩やかなので、安心して上り降りが出来ます。�

アルミ製オープン階段�

■平面図�
（段数１５段・踏板数１２段タイプ）�

※商品改良のため、仕様は変更する場合�
　があります。�

Topic
Nankai  Plywood
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このような住宅の普遍性に着目して開発されたのが、現代の生活にちょうどいい和室空間を形成でき、
①収納スペースの確保、 ②位置やカタチの変化、 ③好みのデザイン選択という付加価値を持った

ユニット商品「和室創造BOXの　　　　　　 」です。�

住宅環境の中で和室の役割は変化しています。昔ながらの日本家屋にある、襖で仕切られ連続した
畳の間が姿を消し、床の間、仏壇、押入の設置や客間としての役割を持った畳の間という形式を経て、
洋室リビングと一体になったくつろぎの場としての畳コーナーに姿を変えました。しかし、このまま
畳の間が消失するわけではありません。生活様式や、そこに付随する家具や電化製品などの道具が
洋式化しても“座”というくつろぎのカタチは日本人の生活の中心にあります。�

化粧天板�

薄畳�

ミディアム�ダーク�ブラック�

イエロー� グリーン�グレイ�

※表面化粧なし、扉なし�

豊富な�

パーツバリエーション�

カラーやボックスのカ
タチを自由にセレクト。
お部屋のイメージにピッ
タリなのはどんな組み
合わせですか。�

ics
d

椅子の生活と�

座布団の生活の�

あいだに�

�

の生活。�

和室創造BOX



（単位：百万円）�

当連結会計年度�
（平成１６年３月３１日現在）�

前連結会計年度�
（平成１５年３月３１日現在）�

期別�
科目�

当連結会計年度�
（平成１６年３月３１日現在）�

前連結会計年度�
（平成１５年３月３１日現在）�

期別�
科目�

流 動 負 債�

支払手形及び買掛金�
短 期 借 入 金 �
未 払 金 �
未 払 法 人 税 等 �
未 払 消 費 税 等 �
賞 与 引 当 金 �
工場稼働停止損失引当金�
デリバティブ債務�
繰 越 ヘ ッ ジ 利 益 �
その他の流動負債�

固 定 負 債�

長 期 借 入 金 �
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
その他の固定負債�
負 債 合 計�

３，１２２�

１，３９２�
９７７�
２７３�
３３�
３７�
７９�
１７３�
―�
９７�
５８�
６８３�
５６�
２６９�
８７�
２７０�
３，８０５�

５，２４７�

１，２６５�
１，２７１�
３８３�
２２７�
５１�
１１１�
２１５�
１，７０１�
―�
２１�
６０３�
４５�
２３４�
６１�
２６１�
５，８５０�

少数株主持分� ２０�

資　本　金�

資本剰余金�

利益剰余金�

その他有価証券評価差額金�

為替換算調整勘定�

自 己 株 式�

資 本 合 計�

負債、少数株主持分及び資本合計�

２，１２１�

１，８６５�

１１，５２８�

１２０�

△３５�
△３�

１５，５９６�

１９，４２３�

７�

２，１２１�

１，８６５�

１１，４０６�

１８４�

４４�

△５５�
１５，５６７�

２１，４２５�

連結財務諸表�

流 動 資 産�

現 金 及 び 預 金 �

受取手形及び売掛金�

棚 卸 資 産 �

デリバティブ債権�

繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 �

その他の流動資産�

貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産�

有形固定資産�

建 物 及 び 構 築 物 �

機械装置及び運搬具�

工 具 器 具 備 品 �

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

無形固定資産�

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

長 期 貸 付 金 �

差 入 保 証 金 �

そ の 他 の 投 資 �

貸 倒 引 当 金 �

資 産 合 計�

６，７３３�

１，４２９�

２，４６３�

２，３７６�

９７�

―�

３７０�

△４�

１２，６８９�

９，８８５�

２，９５２�

１，９６９�

１１３�

４，７６５�

８４�

２９５�

２，５０８�

６９２�

１５�

１，３６６�

４８３�

△４９�

１９，４２３�

８，４４４�

９７６�

２，５８３�

２，９１０�

１４１�

１，５５９�

２８７�

△１４�

１２，９８１�

９，６０４�

２，７７３�

２，０００�

９２�

４，７３８�

―�

３１１�

３，０６５�

７９９�

１２�

１，８６６�

４２４�

△３８�

２１，４２５�

第51期事業報告書�

注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�



（単位：百万円）� （単位：百万円）�

期別�
科目�

売 上 高 �

売 上 原 価 �
売 上 総 利 益 �

販売費及び一般管理費�
営 業 利 益 �

営 業 外 収 益 �
営 業 外 費 用 �
経 常 利 益 �

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �

税金等調整前当期純利益（△損失）�
法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
少 数 株 主 損 失 �
当 期 純 損 失 �

１３，４７１�

９，８０７�
３，６６４�
３，４７９�
１８５�
１７７�
７９�
２８２�
２�

３７０�

△８４�
３４�

△４�
―�
１１４�

１３，６２０�

９，９６８�
３，６５２�
３，４６０�
１９１�
１６８�
１５７�
２０２�
１６�
５５�
１６３�
２７１�

△７９�
７�
２１�

当連結会計年度�
平成１５年４月１日から�
平成１６年３月３１日まで�

前連結会計年度�
平成１４年４月１日から�
平成１５年３月３１日まで�

期別�
科目�

営業活動による�
キャッシュ・フロー�

１，０１４� ４�

投資活動による�
キャッシュ・フロー� △１４９� △５４１�

財務活動による�
キャッシュ・フロー� △３１２� １２９�

現金及び現金同等物に�
係る換算差額� △４０� △４６�

現金及び現金同等物の�
増減額�

５１１� △４５４�

現金及び現金同等物の�
期首残高�

９１０� １，４２２�

現金及び現金同等物の�
期末残高�

１，４２２� ９６８�

当連結会計年度�
平成１５年４月１日から�
平成１６年３月３１日まで�

前連結会計年度�
平成１４年４月１日から�
平成１５年３月３１日まで�

（単位：百万円）�

当連結会計年度�
平成１５年４月１日から�
平成１６年３月３１日まで�

前連結会計年度�
平成１４年４月１日から�
平成１５年３月３１日まで�

期別�
科目�

資本剰余金期首残高�

資本剰余金期末残高�

利益剰余金期首残高�

利 益 剰 余 金 減 少 高 �

配 当 金 �
役 員 賞 与 �

当 期 純 損 失 �

利益剰余金期末残高�

１，８６５�

１，８６５�

１１，７７８�

２５０�

１２１�
１４�
１１４�

１１，５２８�

１，８６５�

１，８６５�

１１，５２８�

１２１�

１００�
―�
２１�

１１，４０６�
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（単位：百万円）�

個別財務諸表�

（単位：百万円）�

科目�

流 動 資 産�

現 金 ・ 預 金 �
受取手形・売掛金�
棚 卸 資 産 �
そ の 他 �

固 定 資 産�

有形固定資産�

建 物 �
機 械 装 置 �
土 地 ・ そ の 他 �

無形固定資産�

投資等�

投 資 有 価 証 券 �
長 期 貸 付 金 �
そ の 他 �
資 産 合 計�

５，６９２�

８８４�
１，６４７�
２，１１８�
１，０４２�
１３，０１７�

８，６４６�

２，５３７�
１，６８１�
４，４２７�
２１３�

４，１５７�

５８４�
１，７４３�
１，８２９�
１８，７１０�

７，５０１�

４０４�
１，８１５�
２，４９２�
２，７８９�
１３，４８０�

８，４５３�

２，３６２�
１，６９８�
４，３９２�
２０８�

４，８１８�

６８９�
１，８２９�
２，２９８�
２０，９８２�

当期�
（平成１６年３月３１日現在）�

前期�
（平成１５年３月３１日現在）�

期別�
科目�
流 動 負 債�
支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
未 払 金 �
そ の 他 �

固 定 負 債�
長 期 借 入 金 �
そ の 他 �
負 債 合 計�

２，４６５�
４２１�
３９３�
９６０�
２５９�
４３１�
６０２�
－�

６０２�
３，０６７�

４，６８９�
３７４�
３７５�
１，２６０�
３１４�
２，３６５�
５３２�
－�

５３２�
５，２２１�

当期�
（平成１６年３月３１日現在）�

前期�
（平成１５年３月３１日現在）�

期別�

科目�

営 業 収 益 �
営 業 費 用 �
営 業 利 益 �

営 業 外 収 益 �
営 業 外 費 用 �
経 常 利 益 �

特 別 利 益 �
特 別 損 失 �
税引前当期純利益�

法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
当 期 純 利 益 �

前 期 繰 越 利 益 �
当期未処分利益�

期別� 当期�
平成１５年４月１日から�
平成１６年３月３１日まで�

前期�
平成１４年４月１日から�
平成１５年３月３１日まで�

資　本　金�
資本剰余金�
利益剰余金�
［うち当期純利益］�
評価差額金�
自 己 株 式�
資 本 合 計�
負債・資本合計�

２，１２１�
１，８６５�
１１，５４４�

２�
１１４�
△３�

１５，６４２�
１８，７１０�

２，１２１�
１，８６５�
１１，６５０�
２０６�
１７７�
△５５�

１５，７６０�
２０，９８２�

１１，６５６�
１１，３９９�
２５７�
２０２�
７８�
３８１�
―�
３７０�
１１�
７�
２�
２�
２６�
２８�

１１，９６７�
１１，６６９�
２９７�
２０４�
９６�
４０５�
１７�
５４�
３６８�
２６３�
△１０２�
２０６�
５３�
２６０�

（単位：百万円）�

科目�

当 期 未 処 分 利 益 �

特別償却準備金取崩額�
別 途 積 立 金 取 崩 額 �

計�

これを次のとおり処分します。�
株 主 配 当 金 �
　�
取 締 役 賞 与 金 �
監 査 役 賞 与 金 �
特 別 償 却 準 備 金 �
別 途 積 立 金 �
次 期 繰 越 利 益 �

期別� 前期�
株主総会承認日�

（平成１５年６月２７日）�

当期�
株主総会承認日�

（平成１６年６月２５日）�

２８�

２７�
１００�
１５５�
　�
１００�

（１株につき１０円）�
－�
－�
１�
－�
５３�

［   ］� ［ ］�
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２６０�

２３�
－�

２８４�
　�
１１９�

（１株につき１２円）�
－�
－�
－�
１００�
６５�

注）１株当たりの当期純利益 ２１銭 ２０円６７銭�



保有自己株式数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６７千株�

第５０回定時株主総会決議による取得 ・・・・・・・・・ １５０千株�

単元未満株式の買取りによる取得 ・・・・・・・・・・・・・・・・・６千株�

株　主　名�

南 海 興 産 株 式 会 社 �

財 団 法 人 南 海 育 英 会 �

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 �

丸 山 　 修 �

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 �

メロンバンク　トリーティー　クライアンツ　オムニバス�

南海プライウッド従業員持株会�

北 中 照 夫 �

株式会社百十四ディーシーカード�

大阪証券金融株式会社�

�

（平成16年3月31日現在）�

九　州�
５４単元�

０．５５％（２０名）�

中　国�
９５単元�

０．９６％（３０名）�

四　国�
７，７４９単元�

７８．５３％（３７７名）�

近　畿�
５８８単元�

５．９６％（１５９名）� 海　外�
３２５単元�

３．２９％（６名）�

中　部�
２３８単元�

２．４１％（１０２名）�

関　東�
８０４単元�

８．１５％（１４０名）�

東　北�
１３単元�

０．１３％（６名）�

北海道�
２単元�

０．０２％（１名）�

株主メモ�

持　株　数� 議決権比率�

２，９４３千株�

１，５８８　　�

４６７　　�

３４４　　�

２４３　　�

２２２　　�

１６３　　�

１３０　　�

１２８　　�

９２　　�

�

３０．３４％�

１６．３７　�

４．８１　�

３．５４　�

２．５０　�

２．２８　�

１．６８　�

１．３４　�

１．３１　�

０．９４　�

�

会社が発行する株式の総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０，０００，０００株�

発行済株式総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０，０９５，８００株�

株主総数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９２０名（前期末比２５名増）�

ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。�

１００単元以上�
６，３９５単元�

６４．８０％（１０名）�

金融機関�
９６８単元�

９．８１％（７名）�

証券会社�
４４単元�

０．４５％（７名）�

その他国内法人�
５，２６８単元�

５３．３８％（７８名）�外国人等�
３２５単元�

３．２９％（６名）�

個人その他�
３，２６３単元�

３３．０７％（７４３名）�
１０単元以上�
１，６９５単元�

１７．１８％（６１名）�

１単元以上�
１，７７８単元�

１８．０２％（７７０名）�
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決 算 期 �

定時株主総会�

名義書換代理人�

名義書換取扱場所�

�

�

�

�

�

�

�

同 取 次 所 �

上場証券取引所�

�

公 告 の 方 法 �

3月31日�

6月下旬�

株式会社だいこう証券ビジネス�

〒541-8583�

大阪市中央区北浜二丁目4番6号�

株式会社だいこう証券ビジネス　本社証券代行部�

株式事務各種問合せ�

・フリーコール電話番号　0120-255-100�

株式関係手続用紙請求先�

・フリーコール電話番号　0120-351-465�

インターネットホームページ　http://www.daiko-sb.co.jp�

株式会社だいこう証券ビジネス　各支社�

株式会社大阪証券取引所　市場第二部�

（証券コード　7887）�

日本経済新聞に掲載いたします。�

ただし、商法特例法第16条第3項に定める�

貸借対照表及び損益計算書にかかる情報は、

http://www.nankaiplywood.co.jp/kai/kej/k-top.htm�

において提供しております。�

（１単元＝千株）�
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株主の皆様へ�

平成15年4月1日～平成16年3月31日�

安
全
安
心
な
素
材
と�

　
　
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
と
の
調
和
―
―
―
快
適L

ife

安全安心な素材と�
　　ライフスタイルの調和―――快適Life


